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5月10日―県労連支部代交渉（報告）

知事は地方自治を守る姿勢を貫き、国に対して毅然とした態度をとれ！

さらなる給与削減提案に、交渉団から「もう限界だ」「撤回を求める」声上がる！！

県労連は5月10日、県当局からのさらなる給与削減提案に対し、支部代交渉を行いました。

交渉の冒頭、芹沢県労連議長は、「長年にわたる給与削減への協力、2012確定における給与削減への協力、退職手当の見直しもされた今、さらなる給与削減提案を受け入れる余地はまったくない。給与削減が与えるマイナス影響は、我々の生活だけでなく、県内市町村や中小未組織労働者、県内経済にとっても甚大なものになる。」と指摘し、交渉を開始しました。
労務統括官からの提案（要旨）
●国家公務員は、厳しい財政状況及び東日本大震災の復興に対する財源確保として、昨年4月から2年間平均7.8％の賃金削減措置を講じている。

●国は1月に閣議決定し、地方公共団体にもすみやかに国に準じて必要な措置を講ずるよう総務大臣から知事あてに通知があった。この通知と合わせ、総務大臣から、「日本の再生に向けて国と地方が一丸となってあらゆる努力を結集し、当面の対応として緊急的にお願いする」との知事あての書簡があった。

●減額幅等については、国が減額した場合と仮に減額しなかった場合のラスパイレス指数の状況や各団体の独自減額の取組み状況を踏まえ、国に準じた減額を平成25年7月から実施するものとしている。

●地方公務員の給与は自治事務であり、本来国が地方の給与減額を要請することは遺憾であるが、今回の要請は政府の閣議決定を経た極めて重いものである。

●国はラスパイレス指数を使用し給与減額をするよう求めている。本県は平成24年4月で110.4、国が給与減額しなかった場合の102.1と比較して、8.3ポイントの差がある。

●県の平成25年当初予算を見ると、地方交付税と義務教育国庫負担金の減額などもあり、企業庁からの借り入れ、退職手当の一部計上留保などで実質300億円の財源不足を抱えている。

●「臨時特例企業税条例」に最高裁が違法・無効判決を下したことにより、県は対象法人に635億円を返還することにした。財源として取り崩した財政調整基金も底をつき、厳しい財政状況にある。

●このような状況から、本県においても国からの要請に応え、内容や影響額を精査したうえで、平成25年7月から平成26年3月までの間、職員にさらなる協力をお願いしたい。

●すでに4月から、4％、6％の給与削減措置に協力をいただいている点も十分踏まえ、整理したうえで、具体的内容は次回の交渉で示したい。
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現段階における労務統括官のコメントに対し、各単組の支部代表が、「さらなる給与削減には応じられない」「賃金カットや人員削減はもう限界である」と、厳しい職場状況や生活実態を踏まえた発言を行いました（自治労県職労の発言要旨）。
最後に、芹沢議長は、「当局の交渉に臨む姿勢、削減提案をする根拠が十分でない。このままの状況では議論はできない。」と当局に再考を強く求め、この日の交渉を締めくくりました。
自治労県職労の見解
今回の提案は、人事委員会勧告制度との整合性なく、これまでの職員の協力を無視したものです。職員の生活や地域経済に与えるマイナス影響は甚大で、決して受け入れることはできません。このような提案を許せば、「地方自治の崩壊」につながります。

また、県財政の責任を放棄し、職員にその負担を押し付けようとする当局の姿勢には、非常に大きな問題があり、許されるものではありません。
自治労県職労は県労連に結集し、職員の生活を守るため、全力でこの問題に取り組みます。

自治労県職労発言内容（要旨）
　地方公務員の給与は、人事委員会勧告を踏まえ、労使交渉を経て、条例で定められるものである。国からの要請は、地方の労使関係に不当に介入するものであり、到底容認できるものではない。閣議決定がされたからといって、県も国に追随しようとする姿勢は、まったく理解できない。

　これまで県は何度も危機的な財政状況に陥った。財政危機のたびに、職員が一番守りたかったものは、県民生活であり、私たちは、「県民生活を犠牲にするくらいなら自分たちの身を削る」という選択をしてきた。

　そして、今回の「緊急財政対策」においても、県民生活を守るために、4％、6％の給与削減に協力をしている。また、退職手当の見直しもされたところである。

　多様化・複雑化する県民ニーズに応えるために、ぎりぎりまで減らされた人員体制の中、正規職員だけでなく、臨任・非常勤・再任用職員が一丸となって、より上質な県民サービスを提供しようと、日夜仕事に励んでいる。

　このような職員の努力を当局はどのように考えて、今回の提案をしているのか。

　県職員だってひとりの労働者である。家族を守り、毎日の生活を送っていかなければならない。この4月から賃金カットが行われ、周囲の職員から、手取り額が激減、毎月のローン返済が厳しい、子どもの教育費をどう工面するのか、生活がなりたたないといった悲鳴が聞こえてくる。

　大幅に給与が削減されれば、当然消費は落ち込む。
公務員給与を基準に賃金決定をしている企業も多く、マイナスの波及効果は非常に深刻で、県内産業や地域経済にも大きなダメージを与えることになる。

　これ以上の給与削減には応じられない。この提案を速やかに撤回するよう強く求める。

支部代交渉終了後～
屋外報告集会を開催

同日夕刻から、色とりどりの組合旗が風にはためく中、本庁舎南側入り口前において報告集会が行われました。
冒頭、芹沢県労連議長から、「さらなる給与削減は到底認められない。今までより一層、県労連に結集する仲間の力が必要である。」と決意を込めた挨拶がありました。

続いて、阿部事務局長から、今回の給与削減提案の問題点やこれまでの交渉経過が報告され、最終交渉までの意思統一がされました。

最後に、芹沢議長の団結ガンバローで５単組の統一と団結を確認しました。
≪交渉等日程≫
〇5月14日（火）15:00～県労連定期大会（西公会堂）
18:30～県労連総決起集会（西公会堂）

※集会終了後、自治労県職労拡大評議委員会を同会場で行います。
〇5月15日（水）10:00～県労連幹事団交渉
〇5月23日（木）10:00～県労連幹事団交渉
※以降の日程は幹事会で決定
賃金引き下げ強制反対！

緊急署名

☆全員で取り組もう☆

＜自治労県本部主催＞

靖国神社フィールドワーク

☆日時　６月９日（日）

☆内容　１０時　九段下駅集合

①靖国神社周辺～境内の解説＆見学

１２時３０分～昼食（組合で用意します）

１３時３０分～②遊就館の展示解説＆見学

１６時　解散

※①または②のみの参加も可

☆講師　石橋星志さん（戦争遺跡ガイド）

☆参加費無料

※　参加ご希望の方は、組合事務所まで

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































